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現状の課題と開発  

 
運輸交通一般の課題 

ニカラグアの運輸セクターは、現在、以下に示す

ような様々な問題や課題が運輸システムのパ

フォーマンスに影響を及ぼしている。 

 低品質な道路ネットワーク及びサービス 

 道路ネットワークの維持管理不足 

 物流パフォーマンスにおける競争力の欠如 

 戦略的な国際輸送回廊の欠如 

 複合一貫輸送化の立ち遅れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自然災害に極度に脆弱な運輸インフラ 

 非合理的な国際貨物の流れ 

 将来の輸送容量不足 

 組織制度面での不備 

 整備維持のための資金不足 

 

プロブレム・ツリー 

上記の問題や課題をプロブレム・ツリーにすると

以下の図のようになる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定かつ持続的な 

経済成長 

輸送フローに対する 

物理的その他の障害 
道路整備での 

ODA高依存 

 

運輸交通管理能力 

非効率的な輸送システム 

道路 
 太平洋岸側の南北軸は開発されてい

るが、太平洋‐大西洋間の接続が不

足している。 

 東部地域の道路ネットワークが自然

災害に対して脆弱である。 

 全天候型道路への拡張が二次幹線道

路では遅れており、地方道路で不足

している。 

 橋梁の欠如が交通を阻害している。 

港湾 
 全種類の貨物を取り扱える港湾は太

平洋岸側にしか存在しない。港への
アクセス性が弱い。 

 隣国への貨物輸送の依存度が異常に
高い。（ホンデュラスのコルテス
港、コスタリカのリモン港） 

 ニカラグアからホンデュラス、コス
タリカの輸出入港までの距離が長
く、高コストに繋がっている。 

空港 
 貨物・旅客とも需要の増大が見込ま

れるが、アウグスト・C・サン
ディーノ国際空港には拡張のスペー
スがない。 

道路 
 リソースおよび訓練不足から維持管

理に遅延が生じている。 

 道路・橋梁の維持管理のための現況

調査が徹底されていない。 

 道路維持管理の訓練が必要である。 

 交通安全教育や研修など安全への配

慮と実施が不可欠である。 

 収入で運営維持管理費をすべて賄え

ない。 

 都市内および都市間の公共交通サー

ビスが不十分である。 

 スムーズな貨物流通のために税関手

続きの合理化が必要である。 

港湾 
 マルチモーダルな貨物・旅客交通

サービスを提供できる事業者が不足
している。 

 収入で運営維持管理費を賄いきれな
い。 

 コリント港のアクセス性が弱く、貨
物取扱容量が不足している。 

空港 
 運行ルートが限られている。 
 空港の容量見直しが必要である。 
 旅客および貨物取扱いの合理化が必

要である。 

政策、戦略、計画 
 実施・実現性のある運輸インフラ開

発政策、戦略および計画が長期的に

策定されなければならない。 

資金 
 長期道路整備プロジェクトを完成さ

せるためには、資金源の見直しと計

画策定を行なう必要がある。 

道路維持管理システム 
 運輸インフラ、特に道路の維持管理

のための資金メカニズムが十分でな
い。 

 道路・橋梁の維持管理のための資金
源が明確でない。 

 道路・橋梁維持管理を行なうエンジ
ニアの技術および管理能力が限られ
ている。 

運営管理 
 道路システムの階層に応じた管理体

制の合理化が必要である。 
 地方自治体の能力の構築と強化が全

般的に不足しており、特に大西洋岸
側ではすべてのレベルで不足してい
る。 

運輸インフラの整備不足 運用維持管理と 

運輸サービスの不足 

脆弱な政策および 

制度フレーム 

ニカラグアにおける運輸セクターのプロブレム・ツリー 



 

長期開発ビジョン  
 
長期開発ビジョンの策定 

国家運輸計画（NTP）のビジョン、政策、戦略を定

めるにあたり、その基礎となる長期開発ビジョンが

策定された。同ビジョン策定にあたっては、以下の

事項が考慮された。１）国家人間開発計画（PNDH）

の政策分析、２）ニカラグアの社会経済状況および

既存セクターの開発戦略分析、３）地域内、地域間

の空間概況分析。 

 

ビジョンステートメント 

2033 年に向けたビジョンステートメントは： 

 “ニカラグアにおいて、基本的人権保護のもと、
貧困削減と地域格差是正を達成し、より良い国
を創るため、現存する資源を可能な限り利活用
し、より良い戦略に基づく輸送費の削減と、国
内におけるバランスのとれた社会経済活動とす
べての地域の権限と独自性、そして国民の安全
を守るために、地域開発および空間開発ビジョ
ンを通して国家人間開発計画達成に貢献する。” 

 

 
 

 

 
中米域内の空間ダイアグラム 

 

 

 

 
地域・空間概況 

現在から 2033 年を目標年次としたニカラグアの空

間ダイアグラムの変化を以下の２つの図に示す。将

来ダイアグラム（2033 年）は、長期開発ビジョンの

方針を空間的にレイアウトしたものである。 

中米域内の将来空間ダイアグラムでは、国内の大西

洋岸（ブルーフィールズ港やビルウィ港）での貨物

取扱い増加による物流の大幅なシフトが予想される。

現在は大西洋岸側に国際港が存在しないため、ニカ

ラグアの輸出入貨物は隣国の港湾および太平洋岸側

のコリント港に依存している。 

また同様に、ニカラグアの将来空間ダイアグラムで

は、観光、農産物加工、エネルギー、鉱業など様々

なセクターのポテンシャルを実現するための回廊お

よびインフラ開発の必要性を示している。これらセ

クターの経済寄与度の向上は、現在、政府が取り組

んでいる貧困削減やバランスのとれた地域開発など

の計画を支える上でも必要である。  
 
 
 
 

 

 

 

ニカラグアの空間ダイアグラム 

 

 

 

Present (2013) 

Future (2033) 

Present (2013) 

Future (2033) 



 

運輸セクター開発戦略  

 
運輸セクター開発ビジョン 

2033 年に向けたニカラグアの運輸セクター開発

ビジョンは次のとおりである。 

 

発展を続ける環境にやさしいニカラグアの運輸交通 

 「経済発展を支え、貧困削減・地域格差是正

および利便性・機動性・安全性の向上に貢献

し、かつ環境持続性に配慮した効率的で信頼

性の高い安定した連携ある運輸ネットワーク

とサービスを提供する。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

運輸セクター開発ポリシー 

策定された５つのポリシーは、運輸インフラの計

画・開発・運営管理および法的・組織制度面での

枠組みに関連する重要な課題に対応し、かつ安

全・安心、財政、環境への配慮にも取り組むこと

を目的としている。 

これらのポリシーが策定された後、輸送モード別

の運輸セクター開発戦略（物流、道路施設、旅客

交通を含む陸上交通、水上交通および航空交通）

が策定された。運輸セクター開発戦略は、開発計

画の基礎となるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

(i)  経済成長を支える安心で効率的な国際運輸ネットワーク

と運行 

(ii)  社会・経済活動と発展を支え、信頼できる地域運輸ネッ

トワークと運行 

  
  

(iii)  社会・経済活動を支える安定した国内旅客運輸ネット

ワークと運行 

(iv)  運輸セクター開発を支える統制ある運輸組織、制度、

人的能力の強化 

 運輸セクターの関連機関の任務を実行するために必要な組

織能力を強化する。 

 運輸部門における組織人員の必要となるスキルを向上させ

る。   

 運輸部門における主要な関係機関の連携を強化する。 

 運輸インフラ開発への民間セクターの参加を促進するため

の枠組みを形成する。 

(v)  気候変動、自然災害対応に配慮した環境にやさしい運輸

システム 

 大量の通勤交通に対応する環境に優しい運輸システムを推

進・強化する。 

 河川や湖沼等の広範な自然環境ネットワークを最大限に活

用するマルチモーダルな輸送システムを開発する。 

 気候変動の影響に対応した環境回復力のある輸送インフラ

を整備する。  

運輸開発ポリシーの概念図 
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道路交通セクター開発計画  
 

道路ネットワーク改善計画 

以下の道路ネットワーク整備事業が提案された。 

 道路の新設 

 現況道路の改良 

 現況道路の改修 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 その他道路の路面改良 

 橋梁の新設 

 損傷橋、仮設橋の架け替え 

 道路災害対策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
道路ネットワーク改良計画（提案） 

 
新設橋梁（提案） 



 

輸送回廊および物流開発計画  
 

輸送回廊開発計画 
以下の４つの回廊が開発対象として特定された。

これらの回廊の開発は、次に示すとおり段階的に

行う。 

 レベル-1   輸送回廊: 地域や地方を物理的に連

結する。 

 レベル-2   マルチモーダル輸送回廊: 輸送回廊

に多様な交通機関（陸上交通、海上交通、内

陸水運、航空交通、鉄道等）を統合させる。 

 レベル-3  ロジスティック回廊: マルチモーダ

ルな輸送の制度・枠組みの調和を図る。 

 レベル-4  経済回廊: 農業、工業、観光など

様々な経済セクターに直接投資を呼び込む。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

物流インフラ開発計画 
ロジスティクスパークを輸送回廊沿いに設置する。

各ロジスティクスパークの面積は約 45,000 m
2
で

あり、敷地内には倉庫、トラック駐車場、ユー

ティリティ供給設備、管理棟などが配置される。 

同様に、輸送回廊沿いの戦略的な場所に農産物加

工パーク（APP）の設置も行なう。各 APP にて加

工される原材料は県内および近隣地域で栽培され

る主要農産物である。 

港湾を含む物流回廊の改良を実施した場合と、実

施しない場合の 2033 年における貿易取扱量の比

較を以下の 2 つの図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
ロジスティック回廊と物流開発計画 代表的ロジスティクスパークのイメージ 

 

 
各回廊の主要コンポーネント 

コンポーネント 幹線道路 港湾 
空港 

ロジスティッ

クスパーク 
農産物加工パーク 

回廊 起点 終点 太平洋 大西洋 

1. 太平洋回廊 Guasaule CBP Penas Blancas 
CBP 

  A.C. Sandino Managua 
West LP 

Chinandega APP 

2. 大西洋回廊 El Espinio 
CBP 

Los Ranchos 
CBP 

Puerto 
Corinto 

 A.C. Sandino Managua East 
LP 

Matagalpa APP 

3. 中央回廊 Puerto 
Corinto Port 

Bluefields Port Puerto 
Corinto 

Bluefields 
Port 

Bluefields 
Airport 

Bluefields LP Bluefields APP 
Nueva Guinea APP 

4. 北部回廊 Managua Puerto Cabezas  Bilwi Port Bilwi Airport Puerto 
Cabezas LP 

Puerto Cabezas APP 

 

 

  
大西洋岸に港がない場合の 2033 年貿易量 大西洋岸に港がある場合の 2033 年貿易量 

Export 
Import 

Export 
Import 

Export 

Import 

Export 

Import 



 

公共旅客交通開発計画  
 

幹線枝線バスネットワークシステム  

既存の都市間バスネットワークを再編し、より効

率的な運行を実現するために、幹線枝線バスネッ

トワークシステムの構築を提案する。 
 

大型バスの導入 

旅客交通に関する将来需要予測は以下の２つの図

に示すとおりである。運営コストを下げ、より信

頼性の高いサービスを実現するには、大型バスの

導入が必要である。  

 

 
一日あたりのバス旅客需要（2023 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

バスターミナルおよび道路沿道サービス施設

（道の駅）の整備 

バスターミナルの建設目的は、現在の劣悪なター

ミナルの状態を改善し、安全で快適なサービスを

提供することである。17 のバスターミナルの整

備に要するプロジェクトの費用は、12.21 百万ド

ルと試算される。 

また、道路沿道サービス施設（道の駅）の整備は、

走行の安全性と快適性を向上させるとともに、観

光振興と地元経済の発展に貢献する。 
 

 
一日あたりのバス旅客需要（2033 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Year 2023 

10,300 

1,900 

1,200 

1,600 

Year 2033 

11,440 

2,200 

1,430 

1,870 

 
公共旅客交通ネットワーク概念図（幹線枝線バスネットワーク） 
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水上交通開発計画  
 

港湾の拡張と改善 

 EID（電子データ交換）の導入、アクセス道路

の整備、コンテナ貨物取扱設備の強化による

コリント港の拡張および近代化をおこなう。 

 ビルウィ港の拡張と整備およびブルーフィー

ルズ港の新規建設が不可欠である。これによ

り大西洋岸地域の社会経済発展をサポートし、

近隣諸国への貿易物流の依存度を低減させる

ことが可能となり、国家安全保障の強化に繋

がる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

内陸水運開発 

 大西洋岸の内陸水運交通の開発整備が地元コ

ミュニティの移動性向上のために必要である。

内陸水路は 13 の区域に分かれ、総延長は約

98 km である。事業費は 15.8 百万ドルが見込

まれる。 

 上記事項の実施には、運河浚渫のフリート

（バックホウ式浚渫船 1 機、バージ 2 機、ロ

ングアーム油圧ショベル 1 機、タグボート 1

機、モーターボート 1 機）が必要となる。 

 また、30～40 人乗りの水上バス 3 隻を配備す

ることにより、多くのコミュニティの移動性

向上に繋がる。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
多目的バースによるコリント港整備計画 

  
新ブルーフィールズ港 案１ 新ブルーフィールズ港 案２ 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

航空交通開発計画  
 

アウグスト.C.サンディーノ空港開発計画 
同空港は国内唯一のゲートウェイであり、国内線

のハブ空港である。よって、同空港の整備改善は

航空交通セクターにおいて最重要課題である。以

下に旅客需要予測グラフおよび空港整備計画図を

示す。 

 
将来予想旅客数 

プエルト・カベサス空港開発計画 
 短期計画  旅客ビルおよび燃料貯蓄施設の新設  

 中期計画  貨物ターミナルの新設  

 長期計画  滑走路の拡張 

 
プエルト・カベサス空港拡張計画のイメージ図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

ブルーフィールズ空港開発計画 
 短期計画 滑走路舗装改修、燃料貯蓄設備新設 

 中期計画 新ターミナル内旅客ビル新設 

 長期計画 貨物ターミナル新設、滑走路延長 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

コーン・アイランド空港開発計画 

コーン・アイランドの２つの島は国内外の観光客

にとって人気のデスティネーションであり、さら

なる経済発展への貢献も期待される。同空港の拡

張基本計画は以下のとおりである。 

短期計画 

 飛行場照明設備の設置 

 飛行場舗装の改修 

 フェンスの新設 

中期計画 

 管制塔の新設 

 旅客ビルの新設 

長期計画 

 着陸帯の拡張 
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アウグスト.C.サンディーノ国際空港の拡張計画 

Runway 

ExtensionTransfert International 

Passenger Terminal 

(Southern Terminal Area) Transfer Cargo Terminal 

Existing Passenger 

Terminal

Short Term Plan

- Airport Masterplan Study

- Runway expansion to 

3,100m

Medium Term Plan

- Development of southern 

terminal area (new 

aprons, passenger 

terminal building, access 

road, car parks)

Long Term Plan

- Development of cargo 

terminal

 
ブルーフィールズ空港開発計画 

New Passenger 
Terminal 

New Cargo 
Terminal 



 

優先プロジェクトと実施プログラム 
 
 

優先プロジェクト 
提案されるプロジェクトの費用総額は 8,826.00 百

万ドルである。内訳は、陸上交通が最も高く総額

の 89%となっている。残りの 11％はその他セク

ターであるが、その中で海上交通が最も高い割合

を占めている。（381.00 百万ドル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

実施プログラム 
MTI および JICA 調査チームが実施した優先度評価

の結果に基づき段階別計画が策定された。プロ

ジェクトは短期（2014 年～2018 年）、中期

（2019 年～2023 年）、長期（2024 年～2033 年）

に分類される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
国家運輸計画(NTP)にて提案されたプロジェクト 

 
プロジェクトの段階別計画（実施スケジュール） 



 

提言 調査関係組織 
 
 

 

提言 

国家運輸計画の早期実現を容易にし、長期プロ

ジェクトとして提案する案件が数年後も有効とな

り、かつ、正当性を担保できるように、以下の事

項を提言する。 

 国家運輸計画が政府により国の運輸計画とし

て承認される。 

 提案する運輸セクター開発ビジョン・戦略が

維持される一方で、実施に関しては柔軟的に

行われる。 

 気候変動と災害脆弱性に対処し、開発と環境

の調和がとれた「環境に優しい運輸」がプロ

ジェクト実施中において順守される。 

 今後 20 年間で運輸セクターに必要な投資予

算額のうちカバーされているのは 67%に過ぎ

ない。すなわち、33%は 2034 年以降の予算措

置となる。運輸セクターは、エネルギー、水

道等の他セクター同様、ニカラグアの経済・

社会発展にとって重要な部門である。よって、

運輸セクターへの柔軟的な公共投資が考慮さ

れるべきである。 

 PPP を通じた運輸セクターへの民間投資が導

入される。また、民間投資のための組織的、

制度的環境づくりが迅速に行われる。 

 本調査は短期、中期、長期の段階的開発プラ

ンを提案している。中期及び長期計画に関し

ては、将来の社会・経済状況の変化に対応で

きるよう、実施スケジュールは柔軟なものに

すべきである。 

 国家運輸計画の基礎となる長期開発ビジョン

と社会・経済フレームは、ニカラグアの将来

の経済・社会状況に応じて調整する。社会・

経済状況の変化を反映するために、MTI によ

る定期的な更新が必要である。 

 ニカラグア大運河計画は、詳細情報不足（エ

ンジニアリング、財源、環境配慮等）により

国家運輸計画では考慮されていない。しかし、

大運河の建設は運輸セクター及び国家経済に

多大な影響を及ぼすため、大運河計画が確定

的になった段階で国家運輸計画を更新する必

要がある。 
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